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９．４から８までに掲げる事業及び措置の総合的かつ一体的

推進に関する事項 

【１】 市町村の推進体制の整備等  

１．土浦市における庁内の推進体制 

（１）まちづくり推進室の設置 

本市では、平成 13 年 4 月、産業部商工観光課に「中心市街地対策室」を設置し、平成 22年

度から中心市街地活性化基本計画の策定作業を行ってきたが、平成 24年 4月 1 日の機構改革に

伴い、都市整備部都市計画課に「まちづくり推進室」を新設し、中心市街地活性化基本計画策

定事務を移管した。平成 29 年 4月 1日の機構改革により、都市産業部都市計画課まちづくり推

進室となった。 

 

（２）土浦市中心市街地活性化基本計画庁内推進会議 
新たに二期計画を策定するにあたり、「土浦市中心市街地活性化基本計画策定委員会」を補佐

し、市の組織を挙げて市街地再生・活性化に向けた取組において、市関係部局の積極的かつ主

体的な関与が図れるよう、副市長、部局長、関係課長で構成される「土浦市中心市街地活性化

基本計画庁内推進会議」を開催し、一期計画のフォローアップと併せて、二期計画の素案作成

及びこれに伴う重要施策の調整に関する協議を行っている。 

 

【土浦市中心市街地活性化基本計画庁内推進会議構成員】 

副市長、市長公室長、総務部長、市民生活部長、保健福祉部長、都市産業部長、建設部長、教育部

長、消防長、政策企画課長、財政課長、広報広聴課長、総務課長、管財課長、市民活動課長、生活

安全課長、環境保全課長、障害福祉課長、こども福祉課長、こども相談課長、高齢福祉課長、商工

観光課長、農林水産課長、都市計画課長、道路管理課長、道路建設課長、公園街路課長、文化生涯

学習課長、スポーツ振興課長、国体推進課長、消防総務課長 

 

【土浦市中心市街地活性化基本計画庁内推進会議の活動経緯】 

年 月日 会議名 内 容 

平成 30 年 4 月 16 日 
平成 30 年度第 1

回庁内推進会議 

・現計画の進捗状況について 

・二期計画について 

平成 30 年 6 月 21 日 
平成 30 年度第 2

回庁内推進会議 

・二期計画の方針について 

・活性化の目標と推進事業について 

平成 30 年 7 月 20 日 
平成 30 年度第 3

回庁内推進会議 

・二期計画（素案）について 

・パブリック･コメントについて 

平成 30 年 10 月 24 日 
平成 30 年度第 4

回庁内推進会議 

・パブリック･コメントの実施結果について 

・二期計画（案）について 

平成 31 年 4 月 16 日 
平成 31 年度第 1

回庁内推進会議 

・二期計画の認定について（報告） 

・一期計画の進捗状況について 

・一期計画の最終フォローアップについて 

令和 2年 4 月 16 日 
令和 2年度第 1回

庁内推進会議 

・二期計画の進捗状況について 

・二期計画の定期フォローアップについて 

・二期計画の変更について 
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２．地元関係者による推進体制について 

（１）土浦市中心市街地活性化基本計画策定委員会 

本市の中心市街地活性化の基本的な方針や活性化の目標、活性化に資する事業を検討するた

め、地域住民の代表者、商工業者、学識経験者、市議会議員、行政職員等で組織した「土浦市

中心市街地活性化基本計画策定委員会」を設置している。 

 

 土浦市中心市街地活性化基本計画策定委員会要綱 

（平成 22年 7月 28 日告示第 154 号 改正 平成 29 年 4 月 26 日告示第 150 号） 

（設置） 

第 1条 中心市街地の活性化に関する法律（平成 10 年法律第 92 号）第 9条の規定に基づき土浦市

中心市街地活性化基本計画（以下「計画」という。）を策定するに当たり必要な事項を検討するた

め、土浦市中心市街地活性化基本計画策定委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第 2条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１）計画の策定に必要な事項の調査審議に関すること。 

（２）計画案の作成に関すること。 

（３）前各号に掲げるもののほか、計画の策定に関し必要な事項。 

（組織） 

第 3条 委員会は、委員 20 人以内をもって組織する。 

2 委員は，次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

（1）地域住民の代表 

（2）商工業関連団体の代表者 

（3）学識経験を有する者 

（4）市議会議員 

（5）茨城県職員 

（6）副市長 

（7）前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める者 

3 委員の任期は、計画の策定が完了する日までとする。 

4 補欠により委嘱され、又は任命された委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

5 第 2 項第 1 号、第 2 号及び第 4 号から第 6 号までに掲げる者に該当する委員は、委嘱又は任命

当時の職を退いたときは、委員の資格を失うものとする。 

（委員長及び副委員長） 

第 4条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

2 委員長は、委員の互選によりこれを定める。 

3 副委員長は、委員のうちから委員長が指名する。 

4 委員長は、会務を総理し、委員会の会議（次条において「会議」という。）の議長となる。 

5 委員長は、第 2 条第 1 号に規定する調査審議の結果、作成した計画案その他必要な事項を市長

に報告する。 

6 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職務を代理

する。 

（会議） 

第 5条 会議は、委員長が招集する。 

2 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 
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3 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

4 委員会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その説明又は意見

を聴くことができる。 

（庁内策定検討会議） 

第 6条 委員会に委員会の事務を補佐させるため、庁内策定検討会議（以下この条及び次条におい

て「検討会議」という。）を置く。 

2 検討会議は、幹事長、副幹事長及び幹事をもって組織する。 

3 幹事長は副市長を、副幹事長は都市産業部長をもって充てる。 

4 幹事は、別表第１に定める職にある者をもって充てる。 

5 検討会議の会議（以下この条において「会議」という。）は，幹事長が招集する。 

6 幹事長は、会議の議長となる。 

7 幹事長は、必要があると認めたときは、会議に副幹事長及び幹事以外の者の出席を求め、その

意見を聴くことができる。 

8 幹事長は、会議の結果を委員会に報告する。 

（平 24 告示 68・平 29 告示 80・平 29 告示 150・一部改正） 

（ワーキングチーム） 

第 7条 第 2条に規定する所掌事項に係る資料の収集その他必要な作業を行うため、検討会議にワ

ーキングチームを置く。 

2 ワーキングチームは、リーダー及びメンバー20 人以内をもって組織する。 

3 リーダーは、メンバーの互選によりこれを定める。 

4 メンバーは、別表第 2に定める職にある者のうちから幹事長が選出する。 

5 ワーキングチームの会議（以下この条において「会議」という。）は，リーダーが招集する。 

6 リーダーは、会議の議長となる。 

7 幹事は、必要に応じて、会議に出席することができる。 

8 リーダーは，必要があると認めるときは、会議にメンバー以外の者の出席を求め、その説明又

は意見を聴くことができる。 

9 リーダーは、会議の結果を検討会議に報告する。 

（庶務等） 

第 8条 委員会の事務局は、都市産業部都市計画課に置く。 

2 委員会の庶務は、市長公室政策企画課，都市産業部商工観光課及び都市計画課において処理す

る。 

（平 24 告示 68・平 29 告示 80・一部改正） 

（委任） 

第 9条 この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

（平 29 告示 80・一部改正） 

付 則 

この告示は、公表の日から施行する。 

付 則（平成 24 年 3月 30 日告示第 68 号） 

この告示は、平成 24 年 4月 1日から施行する。 

付 則（平成 29 年 3月 31 日告示第 80 号） 

この告示は、平成 29 年 4月 1日から施行する。 

付 則（平成 29 年 4月 26 日告示第 150 号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

 

 

 



149 

別表第 1（第 6条関係） 

（平 24 告示 68・平 29 告示 80・平 29 告示 150・一部改正） 

市長公室長、総務部長、市民生活部長、保健福祉部長、建設部長、教育部長、消防長、政策企

画課長、財政課長、総務課長、市民活動課長、生活安全課長、環境保全課長、社会福祉課長、

高齢福祉課長、健康増進課長、商工観光課長、都市計画課長、建築指導課長、道路課長、住宅

営繕課長、公園街路課長、教育委員会教育総務課長、教育委員会生涯学習課長、教育委員会文

化課長、消防本部総務課長 

 

別表第 2（第 7条関係） 

（平 24 告示 68・平 29 告示 80・一部改正） 

市長公室政策企画課、市長公室財政課、市長公室広報広聴課、総務部総務課、総務部課税課、

市民生活部市民活動課、市民生活部生活安全課、市民生活部環境保全課、保健福祉部社会福祉

課、保健福祉部高齢福祉課、都市産業部商工観光課、都市産業部農林水産課、都市産業部都市

計画課、建設部道路課、建設部住宅営繕課、建設部公園街路課、教育委員会生涯学習課、教育

委員会文化課、教育委員会スポーツ振興課及び消防本部総務課に所属する副参事、主任政策員、

室長、課長補佐、政策員、主査又は係長 

 

 
【土浦市中心市街地活性化基本計画策定委員会構成員】          （敬称略・順不同）  

 

区分 所属 役職 備考 

学識経験者 筑波大学システム情報系社会工学域 教授 委員長 

まちづくり団体・地

域の代表等 

土浦商工会議所 青年部会長 
 

（一社）土浦青年会議所 理事長 
 

NPO 法人まちづくり活性化土浦 理事長 
 

商業団体・事業所等 

土浦都市開発㈱ 常務取締役 副委員長 

（株）アトレ 土浦店 主任 
 

（公社）茨城県宅地建物取引業協会土

浦・つくば支部 
幹事 

 

（株）JTB 茨城南支店 支店長 
 

市議会 産業建設委員会 委員長 
 

行政 土浦市 副市長 
 

 

 

 
 
 
 



150 

【土浦市中心市街地活性化基本計画策定委員会の活動経緯】 

年 月日 会議名 内 容 

平成 30 年 5 月 14 日 第 1回策定委員会 
・現計画の進捗状況について 

・二期計画について 

平成 30 年 7 月 2 日 第 2回策定委員会 
・二期計画の方針について 

・活性化の目標と推進事業について 

平成 30 年 8 月 8 日 第 3回策定委員会 
・二期計画（素案）について 

・パブリック･コメントについて 

平成 30 年 11 月 6 日 第 4回策定委員会 
・パブリック･コメントの実施結果について 

・二期計画（案）について 

 

３．市議会における推進体制 

本市市議会の事前委員会及び全員協議会において、中心市街地活性化に向けた取組や、土浦

市中心市街地活性化基本計画（案）の概要等について協議等を行った。（策定段階から議論に加

わってもらうため、市議会からも委員を選出している。） 

平成 30 年 3 月 6 日 定例会 

平成 30 年 6月12日 定例会 

平成 30 年 8月29日 都市建設委員会 

平成 30 年 9 月 4 日 定例会 

 

【２】 中心市街地活性化協議会に関する事項 

１．土浦市中心市街地活性化協議会（平成 24年 8月設立）及び幹事会 

 【土浦市における中心市街地活性化協議会設立の意義】 

・中心市街地活性化に取り組むに当たっては、これまでのような「行政主体」「商店街主体」

では限界があり、あらゆる層の“市民”が、共通認識化と綿密な調整の下、多角的に取り

組んでいく必要がある。 

・本市においては「中心市街地活性化基本計画」が策定委員会にて検討されていることもあ

り、「中心市街地活性化協議会」については、広く土浦の活性化を目指すために、「円滑な

事業の実施に向けた調整」の機能に特化させ、本市が中心市街地活性化に取り組む限り継

続して設置・運営される組織として位置づける。 

（１）土浦市中心市街地活性化協議会（親会） 

【役割】 土浦市中心市街地活性化基本計画に対する意見集約、意見書の提出、規約の改正、

人事、予算決算、全体事業計画、親会主催事業等の協議承認等を協議する。 

 

【土浦市中心市街地活性化協議会構成員】 
（平成 30 年 5月 10 日現在） 

No 法令根拠 構成員 役職等 

1 第 15 条第 1 項 

（商工会議所） 
土浦商工会議所 

会 頭 

2 副会頭 
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3 青年部会長 

4 女性会会長 

5 
第 15 条第 1 項 

(まちづくり会社) 
土浦都市開発㈱ 常務取締役 

6 
第 15 条第 4 項 

（市町村） 
土浦市 都市産業部長 

7 第 15 条第 4 項 

（商業者） 
土浦商店街連合会 

会長 

8 副会長 

9 

第 15 条第 4 項 

（交通関係） 

東日本旅客鉄道㈱土浦駅 駅長 

10 関東鉄道㈱ 
常務取締役 

自動車部長 

11 NPO 法人まちづくり活性化土浦 理事長 

12 第 15 条第 4 項 

（住民代表） 

土浦市地区長連合会 会長 

13 土浦市女性団体連絡協議会 副会長 

14 

第 15 条第 8 項 

（地域経済） 

㈱アトレ土浦店 主任 

15 

土浦市金融団 

幹事行 

16 幹事行 

17 (公社)茨城県宅地建物取引業協会土浦・つくば支部 幹事 

18 (一社)土浦青年会議所 理事長 

19 土浦農業協同組合 
代表理事 
組合長 

20 第 15 条第 8 項 

（教育） 

筑波大学 教授 

21 つくば国際大学 教授 

22  （一社）霞ヶ浦市民協会 副理事長 

23  茨城県建築士会土浦支部 まちづくり委員長 

24  （一社）茨城県ハイヤー・タクシー協会県南支部 会計 

    
  オブザーバー 内閣府地方創生推進事務局 参事官補佐 

  オブザーバー 茨城県産業戦略部中小企業課 課長 

※ まちづくり会社（土浦都市開発(株)）････資 本 金：300,000 千円 

市出資額：149,000 千円  出資比率：49.7％ 
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（２）土浦市中心市街地活性化協議会幹事会 

【役割】 親会に協議を付託する事項の調整、運営調整、スケジューリング等を行う。 

【土浦市中心市街地活性化協議会 幹事会名簿】              

（平成 30 年 5月 10 日現在）                         （敬称略・順不同） 

No 構成員 役職等 備考 

1 土浦都市開発㈱ 常務取締役 幹事長 

2 土浦商工会議所 副会頭 副幹事長 

3 NPO 法人まちづくり活性化土浦 理事長   

4 土浦市 市長公室長   

5 土浦市 都市産業部長   

 

【土浦市中心市街地活性化協議会及び同幹事会の活動経緯】 

年 月日 会議名 内  容 

平成 24年 8 月 6 日 
第1回土浦市中心市街地活

性化協議会（設立総会） 

・中心市街地活性化協議会について 

・中心市街地活性化基本計画概要について 

平成 24年 10 月 22 日 第 1回中活協議会幹事会 
・幹事会について 

・基本計画関連事業について 

平成 24年 11 月 21 日 第 2回中活協議会幹事会 
・中心市街地活性化基本計画について 

・第 2回中心市街地活性化協議会について 

平成 24年 12 月 25 日 第 3回中活協議会幹事会 
・中心市街地活性化基本計画について 

・第 2回協議会提出議案について 

平成 25年 1 月 16 日 
第2回土浦市中心市街地活

性化協議会 
・中心市街地活性化施策の現状と課題 

平成 25年 5 月 9 日 第 4回中活協議会幹事会 
・中心市街地活性化基本計画について 

・第 3回協議会提出議案について 

平成 25年 5 月 23 日 
第3回土浦市中心市街地活

性化協議会 

・まちなかグランドデザインの拠点別開発

イメージ 

・新計画の基本的な方針及び目標 

・新計画の部門別事業の内容 

平成 25年 6 月 24 日 
第4回土浦市中心市街地活

性化協議会 

・新計画の主要事業 

 「土浦市新庁舎整備事業について」  

平成 25年 7 月 25 日 
第5回土浦市中心市街地活

性化協議会 

・新計画の主要事業 

 「土浦駅前北地区再開発事業について」 

平成 25年 8 月 20 日 
第5回土浦市中心市街地活

性化協議会幹事会 
・第 6回協議会提出議案について 

平成 25年 9 月 19 日 
第6回土浦市中心市街地活

性化協議会 

・中心市街地活性化基本計画(案)について 

・新計画の主要事業 

「土浦駅周辺整備事業について」 

平成 25年 10 月 21 日 
第7回土浦市中心市街地活

性化協議会 

・空き店舗対策事業について 

・協議会意見書（案）について 
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平成 25年 12 月 16 日 
第8回土浦市中心市街地活

性化協議会 

・中心市街地活性化基本計画(案)について 

・協議会意見書（案）について 

平成 26年 1 月 16 日 
第6回土浦市中心市街地活

性化協議会幹事会 

・組織体制について[部会] 

・今後のスケジュールについて 

平成 26年 4 月 21 日 
第9回土浦市中心市街地活

性化協議会 

・計画認定についての報告 

・講演 

平成 26年 7 月 28 日 
第 10 回土浦市中心市街地

活性化協議会 
・進捗状況について 

平成 27年 2 月 23 日 
第 11 回土浦市中心市街地

活性化協議会 

・筑波大学生による土浦まちづくり提案 

・講演 

平成 27年 5 月 13 日 
第7回土浦市中心市街地活

性化協議会幹事会 
・第 12 回協議会について 

平成 27年 5 月 18 日 
第 12 回土浦市中心市街地

活性化協議会 
・平成 26 年度進捗状況について 

平成 28年 4 月 26 日 
第8回土浦市中心市街地活

性化協議会幹事会 
・第 13 回協議会について 

平成 28年 5 月 12 日 
第 13 回土浦市中心市街地

活性化協議会 
・平成 27 年度進捗状況について 

平成 28年 10 月 6 日 
第9回土浦市中心市街地活

性化協議会幹事会 

・土浦市中心市街地活性化基本計画の変更

について 

平成 29年 3 月 31 日 
第 14 回土浦市中心市街地

活性化協議会 

・土浦市中心市街地活性化基本計画の変更

について（報告） 

・土浦港周辺広域交流拠点基本計画の策定

について（報告） 

平成 29年 4 月 28 日 
第 10 回土浦市中心市街地

活性化協議会幹事会 
・第 15 回協議会について 

平成 29年 5 月 8 日 
第 15 回土浦市中心市街地

活性化協議会 

・平成 28 年度進捗状況について 

・土浦市中心市街地活性化基本計画の変更

について 

平成 30年 2 月 13 日 
第 11 回土浦市中心市街地

活性化協議会幹事会 
・第 16 回協議会について 

平成 30年 2 月 26 日 
第 16 回土浦市中心市街地

活性化協議会 

・（仮称）桜町三丁目横丁テナントミックス

事業について 

平成 30年 4 月 24 日 
第 12 回土浦市中心市街地

活性化協議会幹事会 
・第 17 回協議会について 

平成 30年 5 月 10 日 
第 17 回土浦市中心市街地

活性化協議会 

・平成 29 年度進捗状況について 

・二期計画の策定について 

平成 30年 8 月 22 日 
第 13 回土浦市中心市街地

活性化協議会幹事会 
・第 18 回協議会について 

平成 30年 8 月 29 日 
第 18 回土浦市中心市街地

活性化協議会 

・二期計画（案）について 

・パブリック･コメントの実施について 

平成 30年 11 月 9 日 
第 14 回土浦市中心市街地

活性化協議会幹事会 
・第 19 回協議会について 

平成 30年 11 月 19 日 
第 19 回土浦市中心市街地

活性化協議会 

・二期計画（案）について 

・協議会意見書（案）について 

平成 31年 4 月 24 日 
第 15 回土浦市中心市街地

活性化協議会幹事会 
・第 20 回協議会について 
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令和元年 5 月 9 日 
第 20 回土浦市中心市街地

活性化協議会 

・二期計画の認定について（報告） 

・平成 30 年度進捗状況について 

・一期計画の最終フォローアップについて 

令和 2年 5 月 15 日 
第 21 回土浦市中心市街地

活性化協議会 

・二期計画の進捗状況について 

・二期計画の定期フォローアップについて 

・二期計画の変更について 
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（３）土浦市中心市街地活性化協議会からの意見書 
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【土浦市中心市街地活性化協議会規約】 

 （協議会の設置） 

第１条 土浦商工会議所及び土浦都市開発株式会社は、中心市街地の活性化に関する法律（平成１

０年法律第９２号。以下「法」という。）第１５条第１項の規定に基づき、共同で中心市街地活性

化協議会を設置する。 

 （名称） 

第２条 前条に規定する中心市街地活性化協議会は、「土浦市中心市街地活性化協議会」（以下「協

議会」という｡）と称する。 

 （事務所） 

第３条 協議会は、事務所を土浦商工会議所に置く。 

 （目的） 

第４条 協議会は、次に掲げる事項に係る協議、並びに調査、研究及び調整活動を行うことを目的

とする。 

⑴ 法第９条第１項に規定する基本計画（以下「基本計画」という。）に関し必要な事項 

⑵ 法第９条第１０項に規定する認定基本計画（以下「認定基本計画」という。）及び認定基本計

画の実施に関し必要な事項 

⑶ 法第４０条第１項に規定する特定民間中心市街地活性化事業計画の実施に必要な事項 

⑷ 前各号に掲げるもののほか、中心市街地活性化の総合的かつ一体的な推進に関し必要な事項  

 （協議会の構成) 

第５条 協議会は、次の者をもって構成する。 

⑴ 土浦商工会議所 

⑵ 土浦都市開発株式会社 

⑶ 土浦市 

⑷ 法第１５条第４項第１号及び第２号に規定する者 

⑸ 前号各号に掲げる者のほか、協議会において特に必要があると認める者 

 ２ 前項第４号に該当する者であって、協議会の構成員でない者は、自己を協議会の構成員とし

て加えるよう協議会に申し出ることができる。この場合において協議会は、正当な理由がある場合

を除き、当該申し出を拒むことができない。 

 ３ 前項の申し出により協議会の構成員となった者は、第１項第４号に規定する者でなくなった

とき、又はなくなったと認められるときは、協議会を脱会するものとする。 

 （協議会の組織） 

第６条 協議会は、会長、副会長、監事、及び委員をもって組織する。 

 （会長副会長及び監事） 

第７条 会長は、委員の中から選出する。 

 ２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

 ３ 副会長は２名とし、会長が指名する者をもって充てる。 

 ４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、会長の職務を代理

する。 

５ 監事は 2名とし、会長が指名する者をもって充てる。 

６ 監事は協議会の会計を監査する。 

 （委員） 

第８条 委員は、第５条第１項各号に該当する者が指名する者をもって充てる。 

 ２ 委員は非常勤とする。 

 ３ 委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

 ４ 委員の任期中に変更が生じた場合、当該委員の後任者が引き継ぐものとし、その任期は前任

者の任期満了までとする。 
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 （相談役） 

第９条 協議会に、相談役を置くことができる。 

 ２ 相談役は、本会の目的達成に必要な重要事項について、会長の求めに応じて意見を述べるこ

とができる。 

 ３ 相談役は、総会の承認を得て会長が委嘱する。 

 ４ 相談役の任期は、第８条３項及び４項を準用する。  

 （オブザーバー） 

第１０条 協議会は、必要に応じて意見を求めるためにオブザーバーを置くことができる。 

 （会議） 

第１１条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

２ 会長は、委員の４分の１以上の者から会議の招集の請求があるときは、会議を招集しなけれ

ばならない。 

３ 会長は、会議を招集するときは、会議の開催場所及び日時並びに会議に付すべき事項をあら

かじめ委員に通知しなければならない。 

 （会議の運営） 

第１２条 会議は、委員の２分の１以上の者が出席しなければ、開くことができない。 

 ２ 会長は、会議の議長となる。 

 ３ 会議の議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

 ４ 会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮って定める。 

 （幹事会等の設置） 

第１３条 協議会は、必要に応じ、幹事会、部会などの下部組織 （以下「幹事会等」という。）

を置くことができる。 

 ２ 幹事会等の組織・運営、その他必要な事項は、会長が別に定める。 

 （タウンマネージャーの設置） 

第１４条 協議会運営の全般に関する指導・助言を受けるために、必要に応じてタウンマネージャ

ーを置くことができる。タウンマネージャーは協議会の同意を得て会長が指名する。 

 （事務局） 

第１５条 協議会の事務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

 ２ 事務局の運営に必要な事項は、土浦商工会議所が処理する。 

 （経費の負担） 

第１６条 協議会の運営に要する経費は、協議会の予算の定めるところにより、負担金及び補助金

その他の収入により負担するものとする。 

 （財務に関する事項） 

第１７条 協議会の財務に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 （費用弁償等） 

第１８条 会長、副会長、監事、及び委員は、その職務を行うために要する費用の弁償等を受ける

ことができる。 

 ２ 前項の規定による費用弁償等の額、支給方法等は、会長が別に定める。 

 （会計） 

第１９条 協議会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 （解散の場合の措置） 

第２０条 協議会が解散した場合においては、協議会の収支は、解散の日をもって打ち切り、土浦

商工会議所がこれを清算する。 

 （規約の改正） 

第２１条 この規約は、必要に応じて協議会において改正することが出来るものとする。 
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 附 則 

 １ この規約は、平成２４年８月６日から施行する。 

 ２ この規約に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、会長が会議に諮って定める。 

 ３ この規約改正は、平成２５年５月２３日から実施する。 

 

【３】 基本計画に基づく事業及び措置の一体的な推進等 

中心市街地活性化のための事業は、過去からの経緯、現状の客観的把握・分析を踏まえた上

で、地域住民のニーズに即したものでなければならず、多様な施策を互いに連携させて一体的

に実施する必要がある。 

 

１．客観的現状分析、ニーズ分析に基づく事業・措置の集中実施 

（１）客観的現状分析 

統計的なデータを用いた現状分析については、第 1 章[5]．中心市街地の概況及び[8]．中心

市街地の課題に記載している。 

 

（２）地域住民のニーズ等の分析 

中心市街地に対する市民等のニーズを把握するため、平成 27 年度に実施した「土浦市民満足

度調査」、平成 28 年から 30 年にかけて実施した「まちなか賃貸住宅家賃補助制度」の利用者へ

のアンケート調査、平成 30 年度に実施した市役所新庁舎および新図書館の利用者へのアンケー

ト調査に基づき、中心市街地の活性化に係わる項目について分析を行った。 

結果については、第 1章[6]．中心市街地に対するニーズの把握に記載している。 

 

（３）事業・措置の集中実施 

県南の広域拠点都市として長い歴史を持つ土浦市も、バブル経済の崩壊以来、長引く景気低

迷で全国の主要都市と同様に、中心市街地における居住人口の減少、少子・高齢化の進行、空

き店舗やオフィスビルの空室の増加、商業・業務・サービス等の都市機能全般の低下、都市間

競争の激化等により中心市街地の空洞化が進行しており、その解決に向けた取り組みが緊急の

課題となっている。 

このため、中心市街地におけるまちづくりは、土浦駅前地区再開発ビルウララでの新庁舎整

備や土浦駅前北地区市街地再開発事業地での新図書館等の建設を起爆剤と捉え、重点的に取り

組んできた。その結果、平日の歩行者交通量の増加や、観光関連施設利用者数の増加など、部

分的な整備効果の発現が見られるものの、霞ケ浦の水辺エリアや亀城公園周辺エリアでの取組

を中心に、その波及効果をより発揮できるよう、市街地整備、都市福利施設整備、まちなか居

住、商業活性化、公共交通対策等の各種施策を集中的に実施する。 
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２．様々な主体の巻き込み及び各種事業との連携・調整 

（１）多様な市民参加イベントの開催 

中心市街地活性化への取組を市民・事業者・行政が一体となって推進するにあたり、現状や

将来に向けた取組への共通認識を持つため、まちづくりに関するシンポジウム等を開催した。 

 

○まちづくりシンポジウム２０１４『人口減少時代のコンパクトなまちづくり』 
  日時：平成 26年 11 月 22 日 
  場所：土浦市民会館 小ホール 
  主催：茨城県、土浦市、茨城県都市計画協会 
  講師：筑波大学 教授 大澤義明氏 
  内容：・基調講演「若い世代と地方創生」 
     ・パネルディスカッション「人口減少時代のコンパクトなまちづくり」（筑波大学教授 

大澤義明氏（コーディネーター）、株式会社公共イノベーション代表取締役 川島宏一
氏（パネリスト）、筑波大学助教 山本幸子氏（パネリスト）、土浦商工会議所会頭 中
川喜久治（パネリスト）、NPO 法人まちづくり活性化土浦理事長 勝田達也氏（パネリ
スト）、土浦市都市整備部長 東郷和男氏（パネリスト）） 

 
○平成２７年度商店街活性化セミナー 

  日時：平成 28年 1月 25 日 
  場所：亀城プラザ 1階 大会議室 2 
  主催：茨城県商店街振興組合連合会、茨城県 
  講師：有限会社リンクコーポレーション代表取締役社長 牧香代子氏 
  内容：・「“ウラなんば”の仕掛け人に学ぶ！」 

～商店街×インバウンドそして商店街の役割～ 
 
○平成２７年度中心市街地活性化セミナー 

  日時：平成 28年 1月 25 日 
場所：亀城プラザ 1階 大会議室 2 
主催：茨城県、土浦市 
講師：NPO 法人 GP ネットワーク 理事 山下裕子氏 
内容：・富山県富山市の中心市街地活性化に向けた取組について 

～富山市の「グランドプラザ」に学ぶ，稼働率１００％の公共空間のつくり方～ 
     ・県内事例紹介（土浦市中心市街地活性化基本計画について） 
 

（２）大学との連携 

土浦市では、筑波大学と「連携・協力による協定書」を締結しており、地域活性化シンポジウ
ム「若い世代による土浦まちづくり提案」が、毎年開催されている。 

  
○地域活性化シンポジウム「若い世代による土浦まちづくり提案」 

（筑波大学理工学群社会工学類都市計画主専攻開設講義 
「都市計画マスタープラン実習」平成２９年度成果発表会） 

  日時：平成 30年 2月 9 日 
  場所：県南生涯学習センター 多目的ホール 
  主催：筑波大学 
  内容：計画発表（「”輝”人が輝く、まちがきらめく」、「Tsuchiurangle 〜市民の市民に  

よる市民のためのカスタマイズ〜」など） 
 

（３）基本計画に対するパブリック・コメントの実施 

土浦市中心市街地活性化基本計画（案）に対する市民の意見を把握することを目的とし、パブ
リック・コメントを実施した。 
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募集期間 平成 30 年 9 月 5 日（水）～9月 21 日（金） 

意見提出者数 6 人 

意見数 16 件 

市ホームページ閲覧数 117 件 

 
 

（４）各種事業の連携・調整 

中心市街地の活性化を実現するためには、市民、地権者、事業者など様々な主体が一体とな

って各種事業に取り組む必要がある。 

土浦商工会議所と土浦都市開発(株)※が中心となり、学識経験者、商業関係者、開発事業者、

交通事業者、ＮＰＯなど中心市街地のまちづくりに関わる多様な担い手の参画を得て設立され

た土浦市中心市街地活性化協議会は、これらの各種事業の連携・調整を図る上で重要な役割を

担っている。 

特に実務レベルの協議を担う同協議会幹事会については、新たな制度などの行政情報の共有

化を図り、迅速な対応による各種事業の連携・調整を図っている。 

 

※ 土浦都市開発(株) 

資 本 金：300,000 千円 

市出資額：149,000 千円   出資比率：49.7％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


